
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　皮下に配置されるよう構成されてな

1および第 2のプレート部材であって、それぞれには、少なくとも 1つの骨の
一部に対して第 1および第 2のプレート部材を固定する固定具を受けるよう構成された 1つ
以上の開口が形成されている第 1および第 2のプレート部材と、
　 記第 1および第 2のプ
レート部材を接続し、前記第 1および第 2のプレート部材の間の角度配置を画定するジョイ
ントであって、前記角度配置は 2つ以上の非平行軸を中心とする第 1のプレート部材の枢動
運動によって調節可能であり、かつ (1)前記角度配置が調節可能である調節可能形態と、 (
2)前記角度配置が固定された固定形態とをとるジョイントと、を具備してなる骨固定用骨
プレート。
【請求項２】
　前記少なくとも 1つの骨の部分が、少なくとも 2つの骨の部分であり、前記第 1および第 2
のプレート部材が、前記少なくとも 2つの骨の部分に固定されるように構成されている請
求項 1に記載の骨プレート。
【請求項３】
　前記第 1および第 2のプレート部材の少なくとも 1つによって画定される前記 1つまたは複
数の開口の少なくとも 1つが、ねじ山付きである請求項 1または請求項 2に記載の骨プレー
ト。
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【請求項４】
　前記第 1および第 2のプレート部材が、とう骨の遠位の部分に適合するよう輪郭取りされ
ている請求項 1または請求項 3に記載の骨プレート。
【請求項５】
　前記第 1および第 2のプレート部材は、前記骨プレートがほぼ T字型であるように調節さ
れることができる請求項 1ないし請求項 4のいずれか 1項に記載の骨プレート。
【請求項６】
　前記第 1のプレート部材が、ほぼ T字型である請求項 1ないし請求項 5のいずれか 1項に記
載の骨プレート。
【請求項７】
　前記第 1および第 2のプレート部材が、少なくとも実質上相補的であるそれぞれ凹状およ
び凸状の表面を備え、前記凹状および凸状の表面が、ジョイントの調節可能な形状内で互
いに滑動するように構成されている請求項 1ないし請求項 6のいずれか 1項に記載の骨プレ
ート。
【請求項８】
　前記第 1および第 2のプレート部材が、とう骨の遠位部分の掌側表面に適合するよう輪郭
取りされている請求項 1および 3～ 7のいずれか 1項に記載の骨プレート。
【請求項９】
　前記ジョイントが、ねじ山付き固定具を備え、前記ジョイントが、前記ねじ山付き固定
具の回転によって固定形状で配置されるように構成されている請求項 1ないし請求項 8のい
ずれか 1項に記載の骨プレート。
【請求項１０】
　前記角度配置が、 3つの直交する軸の周りの前記第 1のプレート部材の前記第 2のプレー
ト部材に対する枢動運動によって調節可能である請求項 1ないし請求項 9のいずれか 1項に
記載の骨プレート。
【請求項１１】
　前記ジョイントが、固定形状を形成するために、前記第 1および第 2のプレート部材を共
に圧縮するように構成された戻り止め機構を備える請求項 1ないし請求項 10のいずれか 1項
に記載の骨プレート。
【請求項１２】
　前記ジョイントは、離間した軸周りの枢動運動を可能とする、少なくとも 2つの別個の
ジョイントを含む請求項 1ないし請求項 11のいずれか 1項に記載の骨プレート。
【請求項１３】
　前記ジョイントは、角度配置の変化と同様に並進運動を可能とするよう構成された少な
くとも 2つの別個のジョイントを含む請求項 1ないし請求項 12のいずれか 1項に記載の骨プ
レート。
【請求項１４】
　前記第 1および第 2のプレート部材の少なくとも一方の上に配置され、前記第 1および第 2
のプレート部材の互いに対する角度配置を標示するように構成された複数の基準マークを
さらに備える請求項 1ないし請求項 13のいずれか 1項に記載の骨プレート。
【請求項１５】
　前記基準マークが、前記角度配置を表示するように構成された数字を含む請求項 14に記
載の骨プレート。
【請求項１６】
　前記基準マークの少なくとも一部が、前記ジョイントに隣接する円弧状の列で配置され
ている請求項 14または請求項 15に記載の骨プレート。
【請求項１７】
　前記基準マークが、線分または点の少なくとも 1つを含み、前記線分または点の少なく
とも 1つが規則的に離隔されている請求項 14ないし請求項 16のいずれか 1項に記載の骨プレ
ート。
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【請求項１８】
　前記基準マークが、前記第 1のプレート部材上の目印および前記第 2のプレート部材上の
規則的に離隔された 1組のマークを備え、前記規則的に離隔された 1組のマークが、前記相
対的な配置を測定するために目印と比較されるように構成されている請求項 14ないし請求
項 17のいずれか 1項に記載の骨プレート。
【請求項１９】
　請求項 14に記載の少なくとも 1つの骨プレートと、
　前記骨プレートの前記第 1および第 2の部材の少なくとも 1つの上に配置された前記複数
の基準マークの少なくとも 2つに対応する複数の基準マークを有する測定デバイスと、を
備える骨固定用キット。
【請求項２０】
　前記測定デバイスが x線テンプレートを備える請求項 19に記載のキット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００５】
　本発明は、骨プレートに関する。より具体的には、本発明は、調節可能なジョイントお
よび /または基準マークを有する骨プレートに関する。
【背景技術】
【０００６】
　人間の骨格は、支持、運動、保護、ミネラルの保管および血液細胞の形成を含む様々な
重要な機能を行う 206個の個々の骨から成る。骨格が、これらの機能を行うその能力を維
持することを確実にするため、および痛みおよび醜さを低減するために、損傷した骨は、
迅速にかつ正確に修復されるべきである。通常、折れるかまたは切断された骨は、骨を補
強し、治癒中にそれを位置合わせした状態に保持する固定デバイスを使用して処置される
。固定デバイスは、特に、外部固定デバイス (ギプスや固定具など )および /または内部固
定デバイス (骨プレート、爪、および骨ねじなど )を含んでもよい。
【０００７】
　骨プレートは、骨折部 (または骨切断部 )に隣接する骨に直接装着される通常金属性の頑
丈な内部デバイスである。骨の不連続部を修復するために骨プレートを使用するために、
外科医は通常 (1)適切なプレートを選択し、 (2)不連続部を整復し (例えば骨折部を固定す
る )、および (3)骨部分が定位置に固定されるように、ねじおよび /またはワイヤなどの適
切な固定具を使用して不連続部の反対側に配置された骨部分にプレートを固定する
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　骨プレートを付加するときに骨部分に直接アクセスするにもかかわらず、外科医は、骨
部分を正確な整列状態で固定することが困難である。例えば、骨部分の 1つまたは複数が
、比較的小さいか、かつ /または骨プレートから変位されることがある。特定の例として
、遠位のとう骨の固定では、遠位の骨部分は、正確に位置調整するのが難しい。より一般
的には、骨プレートの取付中、固定具が締め付けられるとき、骨部分が所望の位置から移
動して離れるように固定具が誤って配置されるか、または誤って方向付けられることがあ
る。したがって、骨折部の正確な整復を達成するために、骨プレートが骨に固定された後
、骨部分の相対的な位置が調節されることが必要である。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、

【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　本発明は、調節可能なジョイントおよび /または基準マークを有する骨プレート、およ
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請求項 1に記載された調節可能なジョイントを有する骨プレートを提供する
。実施形態は従属請求項に記載されている。他の態様は請求項 27に記載のキットである。



び骨を固定するために上記骨プレートを使用する方法を提供する。
【００１１】
　骨プレートはそれぞれ、調節可能 (枢動自在および /または並進運動自在 )なジョイント
によって接続された複数のプレート部材を備えてもよい。調節可能なジョイントは、骨プ
レートの形状および /または長さが、プレート部材の角度配置を調節することによって変
更されるように構成されてもよい。角度配置が、 1つの軸の周りのまたは複数の軸の周り
のプレート部材の枢動運動によって調節され、次に、角度配置が、固定 (ロック )されても
よい。各プレート部材が、 1つまたは複数の開口を画定してもよい。プレート部材は、開
口内に配置された固定具を使用して 1つの骨の異なる領域に固定される、または異なる骨
に固定されるように構成されてもよい。
【００１２】
　骨プレートの形状および /または長さは、骨プレートを骨に固定する前、固定している
間および /または固定した後、調節されてもよい。取付後に固定されるとき、プレート部
材の運動が、取り付けられた骨部分の相対的な配置を変更し、特に外科医が折れるかまた
は切断された骨の配列および /または間隔を改善することを可能にしてもよい。結果とし
て、整復、固定および /または治療が容易になされる。
【００１３】
　調節可能なジョイントを有する骨プレートは、本明細書に記載のように、任意の適切な
方法または手順を使用して骨に付着されてもよく、またはその他の方法で結合されてもよ
い。例えば、外科医は、 (1)適切なプレートを選択し、 (2)(少なくとも部分的に )骨内の骨
折部またその他の不連続点を減少 (設定 )させ、 (3)ねじおよび /またはワイヤなどの適切な
固定具を使用して骨折部の反対側にプレートを固定し、 (4)骨折部の骨の減少を調節する
ためにプレートを変形させることができる。これらのステップは 手動でおよび /または
機械的に行われる。
【００１４】
　図 1は、その骨折部 21が整復され、骨が枢動自在な骨プレート 22で固定されている折れ
た骨 20の一連の図を示している。
【００１５】
　図 1Aは、骨折部 21の完全な整復なしで骨 20に固定された骨プレート 22を示している。骨
プレート 22は、第 1のプレート部材 24および第 2のプレート部材 26を備えてもよい。プレー
ト部材のそれぞれは、プレート部材を骨と固定するために、骨ねじ 30(またはその他の固
定具 )がそれを通って骨 20の中に配置される (そうでなければ付随される )1つまたは複数の
開口 28を画定してもよい。プレート部材は、特に、 1つの骨内の骨折部 21または切片など
の骨不連続部の反対側に配置された骨 20の異なる部分または部片 32,34に固定 (骨内固定 )
、または異なる骨の間のジョイントに固定 (骨間固定 )されてもよい。プレート部材 24,26
は、機械的ジョイント 38によって接続されてもよい。ジョイント 38は、プレート部材 24,2
6が、プレート部材の角度配置 (配列 )および 間隔がそれぞれ、調節されること
ができるように、枢動および 並進運動することを許すように構成されてもよい
。本図面では、ジョイント 38は、プレート部材の枢動および並進運動の両方を許している
。
【００１６】
　図 1Bは、ステップ 40として示されている、第 1のプレート部材 24と第 2のプレート部材 26
の互いに対する枢動運動の後の骨部分 32,34の改善された配列を示している。枢動運動は
、プレート部材に対してほぼ垂直な軸の周りなど、 1つの軸の周り、または 2つ以上の軸の
周りであってもよい。例えば、ジョイント 38は、第 1および第 2のプレート部材が、 3つの
直交する軸の周りに互いに対して曲がるまたは捩れるように構成されてもよい。
【００１７】
　図 1Cは、ステップ 42として示されている、第 1のプレート部材 24と第 2のプレート部材 26
の互いに向かう任意の並進運動の結果を示している。並進運動は、骨部分の間隔を調節、
例えば、骨部分を互いに向かうように (または遠ざかるように )圧縮 (または伸延 )、または
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プレート部材を横方向に移動させてもよい。プレート部材の枢動および /または並進運動
の後、固定された形状でジョイント 38を配置するために、ジョイント 38でのプレート部材
のさらなる相対運動が、ねじなどの戻り止め機構 44の調節によって制限されてもよい。
【００１８】
　プレート部材の互いに対する枢動および 並進運動は、骨および /または骨と
接続された骨部分の操作、および /または骨プレートおよび /または骨プレートに付随する
ハンドルまたはその他のデバイス操作のいかなる適切な機構を介して行われてもよい。こ
のような操作は、手によっておよび /または工具を使用して行われてもよい。例えば、図 1
では、枢動および 並進運動は、プレート部材の 1つまたは複数と接続されたハ
ンドル (または複数のハンドル )46によって方向付けられてもよい (図 1Aおよび図 1B参照 )。
ハンドルは、プレート部材の 1つにトルクなどの方向力を加えるために手によってまたは
工具によって把持されてもよい。レバーアームを増加させることによってトルクを増加さ
せるために、ハンドルは、ジョイントから比較的遠くに、および /または比較的長く配置
されてもよい。図 1Cに示されているように、プレート調節が完了した後、ハンドルが取り
外されてもよい。いくつかの実施形態では、ハンドルの取外しは、例えば、ハンドルのね
じを骨プレートのねじ山付き開口から解放するためのハンドルの回転によって、ハンドル
を外すことを含んでもよい。
【００１９】
　本発明のさらなる態様は、 (I)骨プレートの概要、 (II)プレート部材、 (III)骨プレート
のジョイント、 (IV)基準マークおよび (V)実施例を含む以下の節で説明される。
【００２０】
　 I.骨プレートの概要
　本明細書で説明したような骨プレートは、骨への取付けによって、少なくとも 1つの骨
を安定化させるように構成された、比較的薄型の (または板様の )固定デバイスを備える。
固定デバイスは、固定デバイスが、骨不連続部の反対側に配置された骨部分の相対的な位
置を固定するように、骨不連続部 (骨折部、切片、骨ジョイントなど )に架かるように構成
されてもよい。固定デバイスは一般に、骨の外部表面と接触して配置されるように構成さ
れており、したがって、骨の少なくともほぼ外部に配置される。骨プレートは、恒久的に
定位置に残されてもよく、または付随された骨が部分的にまたは完全に治癒した後に取り
外されてもよい。
【００２１】
　骨プレートは、頑丈であるが展性の構造であってもよい。一般に、骨プレートは、プレ
ートを架けられた骨のセクションよりも剛性が高く、強くなければならないが、顕著に骨
が歪まないために十分フレキシブル (例えば弾力的 )でなければならない。適切な材料は、
生物学的適合性の材料 (チタニウムまたはチタニウム合金、コバルトクロミウム、ステン
レス鋼、プラスチック、セラミックなど )、および /または生体吸収性の材料 (ポリグルコ
ール酸 (PGA)、ポリ乳酸 (PLA)、それらの共重合体など )などである。
【００２２】
　骨プレートは、骨および周囲の組織への刺激を低減させるように構成されてもよい。例
えば、骨プレートは、上で説明したように、生物学的適合性の材料で形成されてもよい。
また、骨プレートは隣接する組織内への突出しを減少させるために、薄いおよび /または
羽状の輪郭形状を有し、このような突起の影響を低減させるために、丸みを帯びた、バリ
のない表面を有してもよい。
【００２３】
　骨プレートは、骨に固定されるように構成された、少なくとも 1つの、一般に 2つ以上に
異なるアンカー (または骨取付 )部分を有してもよい。各アンカー部分は、一般に骨不連続
部に隣接する骨の表面部分に嵌合するために、骨の特定の部分のために構成されてもよい
。例えば、骨プレートは、骨のより近位の領域への取付けのための近位のアンカー部分と
、同じ骨の、より遠位の領域への取付けのための遠位のアンカー部分とを備えてもよい。
いくつかの実施形態では、骨プレートは、アンカー部分と接続された支持 (控え壁 )部分を
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備えてもよい。支持部分は、 1つまたは複数の固定具による支持部分の骨との直接の接続
を許す、接続のない形態であってもよい。このような支持部分は、支持部分と骨折部との
接触を使用して、骨折部の運動を制限してもよく、より効果的に骨折部と係合するための
突起または爪を備えてもよい。
【００２４】
　本明細書で説明される骨プレートは、骨 (または複数の骨 )の特定の部分に適合するよう
なサイズおよび形状にされてもよい。プレートは一般に細長く、長さ L、幅 W、厚さ Tを有
する。ここで、長さ L≧幅 W≧厚さ Tである。使用中、骨プレートの長軸は、対応する骨の
長軸と並べられるか、または骨の長軸に対して斜めにまたは横方向に延びる。骨プレート
の長さおよび /または幅は、例えば、プレートを予め選択された骨の領域および /または骨
への特定の傷に適合させるために、意図された用途に応じて様々であってよい。例えば、
プレートは、長い骨の軸上での使用のためにほぼ直線状であってもよく、または骨の端部
の近くでの使用などのために、非直線状の形状を有してもよい。いくつかの実施形態では
、プレートは、骨の軸部分への取付けのための軸方向部分と、骨の端部の近くでの取付け
のためのより幅広のプラットホームを提供するために軸方向部分と接続された横方向部分
とを備える、ほぼ T字型である。いくつかの実施形態では、骨プレートは、骨が左右対称
であるときなど、骨の両側で使用するように構成されてもよい。いくつかの実施形態では
、骨プレートは、非対称であり、骨の左または右側のいずれかで使用されるように構成さ
れてもよい。
【００２５】
　本明細書に記載の骨プレートは、人体および /または別の脊椎動物の適切な骨で使用す
るように構成されてもよい。例示的な骨は特に、腕 (とう骨、尺骨、上腕骨 )、脚 (大腿骨
、脛骨、腓骨、膝蓋骨 )、手、足、椎骨、肩甲骨、骨盤、頭蓋骨、肋骨および /または鎖骨
を含んでもよい。枢動自在な骨プレートが適している特定の例は、遠位のとう骨 (遠位の
とう骨の掌側面など )および遠位の脛骨を含む。
【００２６】
　骨プレートは、内側 (骨に面した )および外側 (骨と反対側の )表面を備えてもよい。これ
らの表面の一方または両方は、骨プレートが薄型を維持し、骨上に嵌合するように、骨プ
レートがそのために意図されている目標骨 (または複数の骨 )の表面をほぼ追従するような
輪郭にされてもよい。例えば、プレートの内部表面は、骨表面に対して輪郭がほぼ相補的
である。外部表面は、骨表面に輪郭が対応しており、プレートの内部表面に対して相補的
である。
【００２７】
　骨プレートの厚さは、プレートの内部表面と外部表面の間の距離によって画定される。
プレートの厚さは、意図された用途に応じてプレート間および /またはプレート内で様々
である。例えば、より薄いプレートは、より小さい骨、および /または柔らかい組織刺激
がより重要である骨または骨領域で使用するように構成されてもよい。厚さは、プレート
内で様々であってよい。例えば、突起 (突起、顆、粗面および /または類似のもの )上に延
びるにつれて、プレートはより薄くなり、特に、それらのプロファイルおよび /または剛
性を減少させる。プレートの厚さはまた、使用を容易にするため、例えば、プレートを曲
げるかかつ /または捩ることによって変形される必要がある所で、プレートをより薄くす
るために様々であってよい。このように、プレートは、骨の軸に沿ってなどの、通常輪郭
合わせする必要のない領域内でより厚く、したがってより強い。
【００２８】
　骨プレートは一般に、複数の開口を備える。開口は、プレートを骨に固定するための固
定具を受けるように構成されてもよい。別法として、またはそれに加えて、開口は、特に
、プレートが、工具 (取付可能なハンドルなど )で操作することを許すために、および /ま
たは治療を促進するために骨折または手術部位への血流を容易にするために、プレートの
局所的な剛性を変更するように構成されてもよい。
【００２９】
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　開口は、骨プレートの各部分内で適切な位置、サイズおよび /または密度を有してもよ
い。開口は、プレートの一部に沿った線にほぼ位置合わせされてもよく、例えば、プレー
トの幅を横切って中心付けされてもよい。別法として、開口は、非直線状に配置されても
よく、例えば、千鳥状の配置で配置されてもよい。いくつかの実施形態では、開口は、例
えば、骨上での 1組の骨ねじの足場を増加させるために、 1組の骨ねじが平行でない経路に
沿って方向付けられることができるように構成されてもよい
【００３０】
　開口は、いかなる適切な形状および構造を有してもよい。例示的な形状は、円形、楕円
形、矩形、長方形などであってよい。開口は、例えば骨ねじの頭部を受けるように構成さ
れた、皿穴を備えてもよい。開口は、ねじ山付きであっても、ねじ山付きでなくてもよく
、各骨プレートは、 1つまたは複数のねじ山付きの、および /またはねじ山付きでない開口
を備える。いくつかの実施形態では、プレートは、各骨プレートに沿って軸方向および /
または横方向に延びる 1つまたは複数の細長い開口 (スロット )を備えてもよい。スロット
は、骨ねじが皿穴に接して進むときに圧縮力を供給する皿穴を備えてもよい。別法として
、またはそれに加えて、スロットは、プレートが骨に完全に固定される前に骨プレートお
よび /またはプレート部分の骨に対する位置を調節するために使用されてもよい
【００３１】
　固定具は一般に、特にねじ、ピンおよびワイヤを含む、骨プレートを骨に固定するため
の任意の機構を備える。好ましい固定具は、単一皮層、双皮層および /または海綿状の骨
ねじを含む、骨ねじである。単一皮層および双皮層の骨ねじは、骨の軸部分で通常見出さ
れるような硬い骨で使用するための比較的小さいねじを通常有するが、海綿状骨ねじは通
常、長い骨の端部の近く (関節周囲領域 )で通常見出されるような柔らかい骨で使用するた
めの比較的大きいねじを通常有する。単一皮層の骨ねじは、骨の皮層を 1回貫通し、骨プ
レートに隣接する。双皮層の骨ねじは、骨の皮層を 2回貫通し、骨プレートに隣接し、骨
プレートに対向する。一般に、単一皮層のねじは、より少ない皮層を貫通するため、双皮
層のねじよりも弱い支持を提供する。固定具のサイズおよび形状は、開口のサイズ、形状
および配置に基づいて選択されてもよく、またはその逆でもよい。例えば、単一皮層の骨
ねじは、開口の特定の配置に適してもよい。
【００３２】
　 II.プレート部材
　骨プレートのアンカーおよび /または支持部分が、プレート部材と称される、骨プレー
トの別個の構成要素によって画定されてもよい。各プレート部材は、骨プレートの異なる
アンカーおよび /または支持部分を画定してもよい。本明細書に記載されている枢動自在
な骨プレートは、 2つ以上のプレート部材を備えてもよい。いくつかの実施形態では、骨
プレートは、少なくとも 3つのプレート部材を備えてもよく、プレート部材の隣接する各
対は、機械的ジョイントによって接続されている。
【００３３】
　プレート部材は、いかなる適切なサイズおよび形状を有してもよい。一般に、プレート
部材は、各プレート部材が意図されている目標の骨部分に応じたサイズおよび形状であっ
てもよい。したがって、骨プレートのプレート部材は、機械的ジョイントのない骨プレー
ト (すなわち、単体の骨プレート )のアンカーおよび /または支持部分に対応するように構
成されてもよい。いくつかの実施形態では、プレート部材の 1つまたは複数は、ほぼ直線
状および /またはほぼ T字型であってもよい。
【００３４】
　プレート部材は、 1つの骨または 2つ以上の骨の異なる部分に固定される (および /または
係合する )ように構成されてもよい。したがって、各プレート部材は、 1つまたは複数の接
続機構を備えてもよい。接続機構は、プレート部材を固定具とまたは骨と結合することを
許すプレート部材のいかなる構造であってもよい。例示的な接続機構は、ねじ山付き固定
具と係合されるためのねじ山付き開口と、ねじおよび /またはワイヤ、フック、ピン、突
起および /または類似のものによって係合されるためのねじ山付きでない開口を備えても
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よい。各プレート部材は、開口なし (例えば骨を支持するように構成されたプレート部材 )
、 1つの開口、または 2つ以上の開口を有してもよい。 2つ以上の開口では、プレート部材
は、特に、すべてねじ山付き開口、すべてねじ山付きでない開口、および /またはねじ山
付き開口とねじ山付きでない開口の組合せであってもよい。いくつかの実施形態では、プ
レート部材は、特にプレート部材および /またはその対応する骨プレートが骨に取り付け
られた後のプレート部材の操作を容易にするために、ねじ山付きの、またはねじ山付きで
ないハンドルなどの工具によって係合されるように構成された開口を有してもよい。
【００３５】
　 III.骨プレートのジョイント
　本明細書に記載されている骨プレートは、 1つまたは複数のジョイントを備え 。各ジ
ョイントは、プレート部材が互いに対して運動することを許すプレート部材間のいかなる
接続部であってもよい。

。各
ジョイントは、 (1)プレート部材が独立して運動することができる調節可能な形状、およ
び (2)プレート部材の角度配置および /または間隔が固定される固定形状を有 。
【００３６】
　ジョイントは、プレート部材の間の橋領域に形成されてもよい。橋領域は、プレート部
材接触部を方向付けることによって画定されてもよい、および /またはプレート部材の間
の隙間に架かる橋部材などの 1つまたは複数の追加の構成要素を備えてもよい。いくつか
の実施形態では、ジョイントは、表面 (およびしたがってプレート部材 )の互いに対する滑
動運動 ( )をガイドするために、互いに接触するプレー
ト部材のほぼ相補的な表面を備えてもよい。ほぼ相補的な表面は、半球状 (または球状 )、
平面状、曲線状 (半円筒形状 )などのいかなる適切な形状を有してもよい。
【００３７】
　

。軸は、プレートの捩りを得るために、平面 (またはプレ
ート部材 )の長軸であってもよい。別法として、またはそれに加えて、軸は、平面 (すなわ
ちプレート部材の 1つ )によって画定される平面に対してほぼ垂直に配置された法線方向ま
たは「鉛直方向」の軸であってもよい。また、軸または複数の軸は、プレートまたはプレ
ート部材の長軸に対して斜めにおよび /または垂直に延びる、 1つまたは複数の横方向のま
たは「水平方向の」軸であってもよい。法線方向および /または横方向の軸は、プレート
の曲げを与える。
【００３８】
　あらゆる適切なタイプの枢動自在なジョイントが、骨プレート内に備えられてもよい。
いくつかの実施形態では、ジョイントは、 3つの直交する軸の周りの枢動運動を許す。プ
レート部材が 3つの直交する軸の周りに枢動することを許す例示的な枢動自在なジョイン
トは、ボールジョイント (ボールインソケット )である。ボールジョイントは、完全な球と
してまたは球の一部 (半球形 )として形成された少なくとも 1つのジョイント表面を備える
。いくつかの実施形態では、球の一部を備えるボールジョイントが、ジョイントの輪郭形
状を最小化するために球形ジョント全体よりも好ましい。ボールジョイントは、プレート
部材が、互いに対して曲がり、捩れることを許す。別法として、ジョイントは、唯一の軸
の周りの枢動運動を許すヒンジジョイント (孔内のピン )であってもよい。いくつかの実施
形態では、ジョイントは、離隔された直交軸などの離隔された軸の周りの枢動運動を許す
2つ以上のジョイントであってもよい (以下の実施例 4を参照 )。いくつかの実施形態では、
ジョイント (または複数のジョイント )は、並進運動と結合した角度配置の変化を許しても
よい (以下の実施例 5を参照 )。
【００３９】
　枢動自在なジョイントが、プレート部材の角度配置を固定するために、戻り止め機構で
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本発明の骨プレートは、骨プレートのプレート部材が、 2つ以上
の非平行軸を中心とする第 1のプレート部材の枢動運動によってプレート部材の角度配置
および任意選択で間隔が調節されるように互いに対して回転自在に (曲げおよび /捩り )お
よび任意選択で並進方向に運動することを許すように配置されたジョイントを有する

する

枢動方向および任意選択で並進方向

本発明の骨プレートを特徴付けるジョイントは、複数の 2つ以上の平行でない (または平
行な )軸の周りに枢動自在である



ロックされてもよい。例示的な戻り止め機構は、ねじまたはボルトなどの固定具を含む。
固定具は、例えば摩擦係合を提供し運動を制限するために、プレート部材および /または
、橋部材などのそれに付随する構成要素を係合、圧縮するか、かつ /または伸長させるた
めにねじで受けられてもよい。いくつかの実施形態では、戻り止め機構は、プレート部材
を一緒に圧縮してもよい。いくつかの実施形態では、戻り止め機構は、円錐ねじが進むに
つれて、ジョイント構成要素を伸長させる円錐ねじを含んでもよい。
【００４０】
　適切な構造が、プレート部材の運動をガイドおよび /または制限するためにジョイント
に設けられてもよい。このようなガイドおよび /または制限構造は、特に、溝内を滑動す
る隆起および /またはその他の突起、またはスロットによってガイドされるピンまたは固
定具、および /または対応するくぼみの組または相補的な歯 /鋸歯によって受けられる歯 /
鋸歯を備えてもよい。ガイド /制限構造は、連続的な調節 (例えば、溝内で滑動する隆起ま
たはソケット内で回転するボール )、または離散した調節位置 (例えばくぼみによって受け
られた鋸歯 )を可能にする。ガイド /制限構造は、プレート部材の分離を制限してもよい (
例えば、対応する蟻継ぎ溝内で受けられる蟻継ぎ隆起 )。
【００４１】
　滑動は、 1つまたは複数の軸に沿ったガイド /制限構造によって許される。例えば、プレ
ートの長さを調節するために、滑動がプレートの長軸に沿っていてもよい。別法として、
またはそれに加えて、 T字型骨プレート内などで、プレートを偏移させるために、または
横方向に延びるプレート部材の横方向位置を調節するために、滑動が横方向にあってもよ
い。
【００４２】
　滑動自在な分岐が、任意の適切な戻り止め機構によって定位置にロックされてもよい。
戻り止め機構は、ロック位置の連続的な範囲、または離散したロック位置だけを提供して
もよい。例えば、戻り止め機構は、ねじ (または複数のねじ )などの固定具であってもよい
。ねじは、調節の連続的な範囲を可能にするために 1つのプレート部材によって画定され
るスロット内で位置調整可能であってもよい。別法として、ねじは、離散したロック位置
を提供するために、プレート部材によって画定された、限定された組の位置合わせされた
開口の 1つの中で受けられてもよい。他の実施形態では、並進方向 (および /または枢動 )運
動のための戻り止め機構は、曲げられ、押下される、またはそうでない場合保持位置に動
かされる、タブまたは釦であってもよい。
【００４３】
　枢動自在および /または滑動するジョイント (および /または変形可能な部分 )を有する調
節可能な骨プレートのさらなる態様は、以下の実施例 記載されている。
【００４４】
　 IV.基準マーク
　骨プレートは、基準マークを備えてもよい。基準マークは、枢動自在なジョイント、直
線状に滑動自在なジョイント、および /またはスロットに隣接して配置されてもよい。基
準マークは、骨プレートのある部分の別の部分に対する角度配置および /または直線配置
を示してもよい。別法として、基準マークは、スロット内の骨ねじの位置を示してもよい
。基準マークは、骨プレート上のいかなる目に見える指標であってもよい。これらの指標
は、最初の製造中、例えば、指標を形成するように構成された金型を使用してプレートを
鋳造することによって (例えばそれぞれ溝または隆起をプレート内に形成するための金型
内の隆起または溝 )、プレート上またはプレート内に形成されてもよい。別法として、ま
たはそれに加えて、指標は、製造後に、例えば、プレートの既存の構成要素内に指標をエ
ッチングするまたは切削することによって、および /またはプレートの追加の構成要素と
して追加することによってプレートに追加されてもよい。いくつかの場合、指標は、設置
前または設置中にプレートと同格に配置されたガイドまたはテンプレート上に別法として
または追加として設けられ、設置終了前に取り除かれてもよい。例示的な基準マークは、
特に、点、破線、記号、文字、数字、文字、単語、形状および /または色を含んでもよい
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。
【００４５】
　いくつかの実施形態では、骨プレートの第 1の部材が、基準マークの円弧状 (または直線
状 )の列を有し、骨プレートの第 2の部材が、単一の基準マークまたは目印を有してもよい
。円弧状の列は、様々な角度 (または並進方向 )位置に対応する数字または文字を備えても
よい。数字は、枢動運動の対向する方向を示すための正および負の数字を含んでもよい。
基準マークの列が、角度 (または並進方向 )の調節を測定するために、プレート部材の一方
の他方に対する相対的な回転 (または並進運動 )中に目印と比較されてもよい。このような
角度 (または並進方向 )の調節は、例えば、 x線、骨自体または骨によって支持されている
組織の解析によって事前に決定されてもよい。この目的のために、対応するまたは相補的
な基準マークが、 x線テンプレート、測定ガイドなどの骨プレートを選択および /または設
置するために使用される機器またはツール上に設けられてもよい。別法として、またはそ
れに加えて、標準的なまたは通常使用される基準マークに対する設定が、例えば、追加の
指標 (星印「 *」など )を使用してこれらのマークを識別することによってプレート上に記
録されてもよい。調整には角度や距離などの数値を割り当てることができる。基準マーク
は、これらのマークが、プレート部材の運動中、調節の数値が到達されたときに標示する
ように、角度または距離の範囲を標示するように構成されてもよい。基準マークを備える
枢動自在な骨プレートは、骨切断部または骨折部を固定するため、または骨ジョイントを
横切って異なる骨を固定するために適している。
【００４６】
　基準マークを備える枢動自在な骨プレートのさらなる態様が、以下の実施例 7 記載さ
れている。
【００４７】
　 V.実施例
　以下の例は、枢動自在な骨プレートを備える本発明の選択された態様および実施形態、
および骨を固定するために枢動自在な骨プレートの例示的な使用を説明している。これら
の例は、例示のために設けられており、本発明の全範囲を限定または規定するようには意
図されていない。
【００４８】
 (実施例 1)
　枢動自在な骨プレートで固定するための例示的な骨折部
　この例は、本教示の枢動自在な骨プレートで固定されることができる例示的な骨折部を
説明している (図 2参照 )。
【００４９】
　図 2は、転んだときに手を伸ばすことで通常生じる遠位のとう骨 64の極めて一般的な骨
折部である、コリース骨折部 62を呈する上右肢 60を示している。骨折部の位置が、仮想線
で示された遠位の前腕 66および手 68の皮膚に対して示されている。コリース骨折部 62では
、より小さな、遠位の骨折部 70が、とう骨のより大きな近位の骨セグメント 72の背部に配
置されている。コリース骨折部 62は、とう骨の掌側部 (前方または下側 )74への骨プレート
の配置によって本明細書に記載の枢動自在な骨プレートによって整復され、固定される。
この配置は、骨プレートがとう骨の掌側部 (後方または上側 )76に取り付けられたとき、屈
曲とともに生じる腱の炎症を低減または回避する。別法として、本明細書に記載した骨プ
レートは、遠位のとう骨の掌側表面上で、または他の適切な骨または骨表面上で使用され
る。
【００５０】
 (実施例 2)
　 3つの軸の周りの枢動運動のためのジョイントを備える骨プレート
　この例は、その中で骨プレートの部分が互いに対して曲がりかつ捩れることができる、
折れた遠位のとう骨上で使用するための骨プレートを説明している (図 3～図 6参照 )。
【００５１】
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　図 3および図 4は、掌表面 74に隣接するとう骨に固定された枢動自在な骨プレート 80を備
える、折れたとう骨 64の横中間断面図および掌側図を、それぞれ示している。枢動自在な
骨プレート 80は、枢動自在なジョイント 86によって接続された近位のプレート部材 82およ
び遠位のプレート部材 84を備える。
【００５２】
　近位のプレート部材 82は、とう骨の長軸とほぼ平行に配置されたその長軸を有する。プ
レート部材 82は、ほぼ直線状である。プレート部材 82は、複数の骨ねじ 88によってとう骨
の近位のセグメント 72に固定される。骨ねじ 88は、双皮層骨ねじまたは本明細書に示すよ
うに単一皮層骨ねじである。骨ねじ 88は、近位のプレート部材の開口 90～ 94によって画定
された平行なまたは平行でない経路に沿って方向付けられる。
【００５３】
　骨ねじが移動する経路は、固定具 (骨ねじまたはピンなど )と開口の間の嵌合によって画
定される。嵌合は、事前に画定した角度での固定具の配置のために、固定具が骨プレート
を通り、骨内へ移動する角度を少なくともほぼ画定するきつい嵌合である。別法として、
嵌合は、ある角度範囲内で選択された角度での固定具の配置を許す、より拘束のない嵌合
である。各固定具のための嵌合のタイプは、各固定具の選択によって骨プレートの設置中
、外科医によって決定される。
【００５４】
　きつい嵌合は、固定具の開口の壁とのねじ係合または非ねじ係合によって画定されても
よい。きつい嵌合は、ねじ山付き固定具のそれに対応するねじ山付き開口とのねじ係合に
よって画定されてもよい。ねじ係合は、固定具のねじの長軸に対する角度を事前に画定し
、角度位置をロックする。別法として、またはそれに加えて、きつい嵌合は、固定具の柄
の直径と開口、特に開口の円筒形部分の直径との厳密な対応によって画定される。固定具
の直径は、 (固定具の頭部にほぼ隣接する )固定具の柄のねじ山付きの、またはねじ山付き
でないセグメントによって画定される。開口の直径は、ねじ山付きでない、またはねじ山
付きの開口によって画定される。したがって、所定の角度でのきつい嵌合は、ねじ山付き
のまたはねじ山のない開口のいずれかによって係合されたねじ山付きでない、またはねじ
山付きの柄セグメントによって達成される。
【００５５】
　より制限のない嵌合が、固定具のサイズおよび /または形状に対するサイズおよび /また
は形状によって画定される。例えば、開口は、固定具が、開口内で様々な角度配置を達成
することを許すように、固定具の直径よりも十分大きい直径を有する。別法として、また
はそれに加えて、開口は、固定具が様々な角度配置に枢動することを許すために傾斜した
、または曲線状の壁を有する。
【００５６】
　開口 92,94などの 1つまたは複数の開口は、細長い開口またはスロットである。スロット
は、プレート部材上で軸方向および /または横方向に配置される。スロットは、スロット
に隣接して配置された基準マーク 98を有する (図 5参照 )。基準マークは、各スロットが延
びている方向の骨プレートの運動を測定するように構成されている。いくつかの実施形態
では、スロットは、骨ねじをスロット 92,94の骨内に配置して、追加の骨ねじが開口 90を
通って骨内に配置される前に、スロット 92,94の一方または両方から近位のプレート部材 8
2の軸方向または角度方向の調節を許すように構成されている
【００５７】
　遠位のプレート部材 84は、とう骨の長軸の横方向に配置されたその長軸を有する。プレ
ート部材 84は、ほぼ T字型または扇型である。プレート部材 84は、遠位のプレート部材の
開口 104を通って骨ねじ内に配置された複数の単一皮層または双皮層の骨ねじ 102によって
、とう骨の遠位の骨折部 70に固定される。開口 104は、ねじ山付きであっても、ねじ山付
きでなくても、またはそれらの組合せであってもよい。骨ねじは、開口 104とのねじ係合
または非ねじ係合のために選択される。また、各骨ねじは、特定の骨ねじ (または他の固
定具 )の配置の角度が、開口 104によって事前に規定されるように選択される、または、開
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口 90～ 94について上記で説明したように、ある角度範囲内で選択可能である。
【００５８】
　枢動自在なジョイント 86は、プレート部材が遠位のとう骨に固定される前、固定されて
いる間および /または固定された後、近位のプレート部材 82に対する遠位のプレート部材 8
4の曲げおよび捩りを許すように構成されている。図 5は、遠位のプレート部材についての
2つの軸の周りの曲げ運動 106,108および捩り運動 110を示している。
【００５９】
　図 3および図 4は、プレート部材の最終的な枢動調節の前、およびしたがって骨折部 62の
最終的な整復の前の骨プレート 80の位置を示している。 (1)ロックねじ 112を緩めることに
よって調節可能な形状でジョイント 86を配置することによって、 (2)接続されたハンドル 1
14の対応する運動によって、遠位のプレート部材 84を 1つまたは複数の軸の周りに (図 3お
よび図 4の両方での時計方向など )回転させることによって、および (3)プレート部材およ
びそれらに取り付けられた骨部分の相対位置を固定するために、ロックねじ 112を締める
ことによって固定された形状でジョイント 86を配置することによって枢動調節が達成され
る。
【００６０】
　図 5および図 6は、枢動自在な骨プレートの追加の態様、特に枢動自在なジョイント 86の
態様を示している。ジョイント 86は、プレート部材内に設けられた上側および下側の半球
表面 122,124を備える。半球表面 122,124は、それぞれ凸状および凹状であり、同様の曲率
半径を有する。したがって、上側表面 122は、直交する 3つの軸の周りの枢動運動を達成す
るために下側表面 124に沿って滑動する。上側および下側表面は、ほぼワッシャの形態の
半球状のリテーナ 126、およびねじ 112によって同格に保持される。半球状のリテーナは、
遠位のプレート部材によって画定された半球状のキャビティ 128内で受けられるように構
成される。リテーナおよび半球状のキャビティは、同様の曲率半径を有する。
【００６１】
　枢動自在なジョイント 86は、枢動運動を制限するための戻り止め機構 129を備える。特
に、戻り止め機構は、それぞれリテーナおよび遠位のプレート部材の開口 130,132内で受
けられ、回転されて、近位のプレート部材のねじ山付きの孔 134とねじ係合されるロック
ねじ 112を備える。したがって、ロックねじは、プレート部材表面が互いに対して運動可
能であるか固定されているかを決定するために、プレート部材表面 122,124の間の摩擦係
合の量を画定するために、進められるかまたは引き込まれる。いくつかの実施形態では、
近位のプレート部材は下側表面 124を備え、遠位のプレート部材は上側表面 126を備える。
別法として、またはそれに加えて、枢動自在なジョイントは、リテーナ 126が、ねじ付け
され、骨に隣接して配置されたナットとして働くように構成されるように、ここに示した
形状から反転されてもよい。この場合、ロックねじ 112は、プレート部材の外部表面から
プレート部材のそれぞれの開口を通って配置されて、リテーナとねじ係合する。
【００６２】
　骨プレート 80は、プレート部材上に内部表面 140,142および外部表面 144,146を備える (
図 6参照 )。内部表面 140,142は、ここに示すように、骨プレートが中間調節位置にあると
き、ほぼ同一平面上にあるように構成されてもよく、または同一平面上になくてもよい。
開口 90などの開口が、内部表面と外部表面の間に画定される。開口は、皿孔 148および孔 1
50を備える。孔 150は、特に円筒形であるか、または内部表面に向かって広がっている。
【００６３】
 (実施例 3)
　枢動および並進運動用のジョイントを備える骨プレート
　この例は、骨プレートが、曲げる、捩る、および互いに対して並進方向に滑動すること
ができる、折れた遠位のとう骨上で使用するための骨プレートを説明している (図 7、図 8
参照 )。
【００６４】
　骨プレート 170は、近位のプレート部材 172と、遠位のプレート部材 84と、 2つのプレー
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ト部材を接続する橋部材 174を備える。骨プレートは、プレート部材の枢動および並進方
向運動を可能にする 2つのジョイント、枢動自在なジョイント 86および並進運動可能なジ
ョイント 175を備える。枢動自在なジョイント 86は、実施例 2について上記で説明したよう
に構成されており、ここではさらに言及しない。
【００６５】
　並進運動可能なジョイント 175は、橋部材 174の近位のプレート部材 172との伸縮関係に
よって画定されている。特に、橋部材 174は、近位のプレート部材によって画定された相
補的なくぼみまたは軌道 178内で受けられるように構成された、対向する細長い隆起また
はガイド 176を備える。
【００６６】
　橋部材 174の軸方向位置は、戻り止め機構 180によって固定される。戻り止め機構は、リ
テーナ 182(ワッシャなど )および固定具 184(ねじまたはボルトなど )を備える。固定具は、
リテーナを通って配置され、橋部材 174のねじ山付き孔 186とねじ係合される。固定具をね
じ山付き孔内へ進行させることが、リテーナ 182を押圧して、近位のプレート部材 172の保
持表面 188と係合させ、それによって並進運動を制限する。ジョイント 175でのさらなる滑
動を許すために、リテーナが緩められる。
【００６７】
　ジョイント 175を固定する前および /または固定した後、骨ねじ 190が、近位のプレート
部材 172の開口 192を通って骨内に配置される。橋部材 174は、橋部材の軸方向位置の連続
する範囲にわたって骨ねじが受けられることを許す細長い通路 194を備える。通路は、骨
ねじの頭部が、通路を通って進むことを許すように構成されている、または骨ねじの頭部
が橋部材によって係合されている。
【００６８】
 (実施例 4)
　離隔された枢動自在なジョイントを備える骨プレート
　この例は、直交する軸の周りに枢動運動するように構成された複数の離隔されたジョイ
ントを備える骨プレートを説明している (図 9参照 )。
【００６９】
　骨プレート 210は、橋部材 220を使用して近位のプレート部材 216および遠位のプレート
部材 218と接続されている 2つの枢動自在なジョイント 212,214を備える。枢動自在なジョ
イント 212は、法線方向軸 224の周りの 222で示されている枢動運動を許す。ジョイント 212
は、これらの部材の接触表面 226,228での遠位のプレート部材 218の橋部材 220との並置に
よって画定される。接触表面 226,228は、一般に平面状である。接触表面は、戻り止め機
構 230が駆動されたとき枢動運動を制限するために、鋸歯またはその他の相補的な構造を
備える。
【００７０】
　戻り止め機構 230は、遠位のプレート部材 218内の開口 234を通過して、橋部材 220のねじ
山付き孔 236とねじ係合するねじなどのコネクタ 232によって提供されてもよい。コネクタ
232を進行させることが、遠位のプレート部材および橋部材を共に圧縮して枢動運動を制
限する。接触表面 226,228の表面形状が、戻り止め機構が駆動されたとき運動を制限する
ことを容易にする。
【００７１】
　ヒンジジョイント 214は、横方向軸 242の周りでの、 240で示す枢動運動を許す。ヒンジ
ジョイントは、橋部材 220と近位のプレート部材 216の間に形成されている。ヒンジジョイ
ントの戻り止め機構 244は、ヒンジジョイントを軸 242と平行に圧縮するために、ヒンジジ
ョイントに軸方向に作用するロックねじ 246を備える。いくつかの実施形態では、戻り止
め機構は、特に、ヒンジジョイントに半径方向に作用する。
【００７２】
 (実施例 5)
　滑動および枢動のための一体型ジョイントを備える骨プレート
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　この例は、滑動および枢動のための一体型ジョイントがその中にある、折れたとう骨を
固定するための骨プレートを説明している (図 10参照 )

【００７３】
　骨プレート 270は、ジョイント 276で接続された近位のプレート部材 272と遠位のプレー
ト部材 274を備える。ジョイント 276は、 278で示す軸方向運動、および 280で示す軸 282の
周りの枢動運動を許す。プレート部材は、並進方向に滑動し、互いに対して枢動する接触
表面 284,286を備える。プレート部材は、細長い開口 292,294を通ってそれぞれねじ山付き
孔 296およびねじ山付きスロット 29内へ延びる、コネクタ 288,290(ねじなど )によって接続
されている。プレート部材は、プレート部材の枢動および並進運動によって位置を調節さ
れ、次にコネクタ 288,290を、それらの頭部が遠位のプレート部材 274の皿孔表面 302,304
に圧縮力を加えるまで進行させることによって定位置に固定される。
【００７４】
 (実施例 6)
　結合された並進および枢動運動を有する骨プレート
　この例は、骨プレートが並進および枢動運動を結合する、折れたとう骨を固定するため
の骨プレートを説明している (図 11～図 14参照 )

【００７５】
　図 11は、 2つのジョイント 326,328によって接続された近位のプレート部材 322と遠位の
プレート部材 324を備える骨プレート 320を示している。第 1のジョイント 326は、法線方向
軸 332の周りの、 330で示す枢動運動を許し、したがって例 4のジョイント 212と同様である
。第 2のジョイント 328は、特に、第 1のジョイントの下または上に配置され、プレート部
材が並進方向に滑動することを許すように構成されている。しかし、プレート部材がそれ
に沿って滑動する経路は、第 2のジョイントが、結合された並進運動および円運動を許す
ように、以下でさらに説明するように円弧状である。
【００７６】
　図 12は、骨プレート 320の選択された部分の軸方向断面図を示している。プレート部材 3
22,324は、橋部材の対向する表面 342,344上でプレート部材と接触する橋部材 340を介して
接続されている。上側表面 342は、第 1のジョイント 326での近位のプレート部材 322の枢動
運動のための接触表面を提供する。下側表面 344は、それに沿って遠位のプレート部材 324
が滑動する、 346で示す曲線状の経路を画定する接触表面を提供する。曲線状の経路は、
仮想輪郭線 348で示される経路 346に沿って滑動することによって達成される近位のプレー
ト部材 322の代替の位置によって示されるように、円形の経路に沿っている。
【００７７】
　図 13および図 14は、それぞれ骨プレート 320の横方向断面図および分解図を示している
。ジョイント 326,328は、コネクタ 352を有する戻り止め機構 350を備える。コネクタは、
特に、近位のプレート部材 322および橋部材 340内の開口を通って延びるねじである。ねじ
は、遠位のプレート部材 324によって画定されたスロット 356内で保持されているねじ山付
きナット 354によって受けられる。スロット 356はスロット 356内で、ナットを保持するた
めに、ナットのシェルフ 360と係合する壁 358を画定するために、橋部材の近くで幅狭であ
る。
【００７８】
 (実施例 7)
　基準マークを備える骨プレート
　この例は、プレートの角度および /または並進方向の調節を測定するように構成された
基準マークを備える骨プレートを説明している (図 15および図 16参照 )。
【００７９】
　図 15は、骨プレート 390を分解図で示している。骨プレート 390は、例えば、切骨術後の
切骨部分の位置を固定するように構成されている。骨プレート 390は、枢動自在なジョイ
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ント 396によって接続された軸方向 (すなわち近位の )プレート部材 392と、横方向 (すなわ
ち遠位の )プレート部材 394を備える。枢動自在なジョイント 396は、横方向プレート部材 3
94が、法線方向軸 398などの 1つの軸の周りに、 397で示すように枢動することを可能にす
る。 、枢動自在なジョイントは、本教示の至る所で説明
されているように、 2つ以上の軸の周りの枢動運動を許すように構成 。枢動自在な
ジョイント 396は、調節可能であり、そのとき、ロックねじ 402またはその他の戻り止め機
構によって固定可能である。
【００８０】
　骨プレート 390は、角度基準マーク 406および目印 408を備える角度指標機構 404を備える
。角度基準マーク 406および目印 408は、それぞれ異なるプレート部材 392,394上に配置さ
れても、またはその逆でもよい。
【００８１】
　骨プレートは、スロット 410および、位置調節の軸方向の測定を提供する直線状の指標
機構 412を備える。スロット 410は、軸方向プレート部材 392の長軸と並んで延びてもよい
。スロット 410は、骨ねじ (およびしたがって下にある骨 )に対する骨プレートの直線状の
滑動をガイドする骨ねじを受ける。直線状の滑動は、骨ねじが完全に締め付けられる前お
よび /または骨プレートの他の骨ねじが追加の開口 414から骨内に配置された後に、骨プレ
ートの軸方向の調節を提供する。直線状の滑動は、骨ねじが対向する (例えば横方向の )プ
レート部材の開口 416から骨内に配置される前および /または配置された後に行われる。直
線状スロット 410内での位置は、スロットの縁部に隣接するスロットと平行に並べられた
基準マーク 418によって標示される。直線状の基準マークは、いかなる適切な間隔および
方向を有してもよく、英数字 (数字や文字など )、記号および /または個々のマークを識別
および /または区別するその他の指標を含む、いかなる適切な形態を有してもよい。
【００８２】
　図 16は、骨プレート 390の角度標示機構 404の平面図である。機構 404は、円弧状の配置
で並べられた角度基準マーク 406を備える。基準マークは、特に枢軸 398から半径方向に延
びる線分を備える、および /または点線および /または破線を備える。基準マーク 406の隣
接する対は、枢動自在なジョイント 396の枢軸 398とともに任意の適切な角度を画定する。
例えば、隣接する基準マークは、特に、 1、 2、 5または 10度を画定する。いくつかの実施
形態では、基準マーク 406は、特に、ここで 30度間隔にされた 420で示された長いマーク、
およびここで 10度間隔にされた 422で示された側面の短いマークなど、視覚的に区別可能
である主要なまたは小さなマークを備える。標示機構 404はまた、または別法として、特
定の基準マークを識別するおよび /またはこのようなマークとして働く数字 424などの英数
字を備える。いくつかの場合、基準マークのための標準的な (例えば好ましいおよび /また
は通常使用されている )設定が、例えば代替となるフォント、記号またはサイズを使用す
ることによって、および /または追加の「標準設定」マーク 426(星印「 *」など )を使用し
てこれらのマークを識別することによってプレート上に示される。
【００８３】
　目印 408は、目印に最も近接して並んでいる基準マーク 406の 1つを識別するために、基
準マークが比較される部位を提供するように構成されている。例えば、本図面では、目印
408は、ゼロ度の中立位置からの横方向プレート部材の 30度の回転を示すための、「 -30」
と標示された基準マークと並んでいる。角度基準機構 404が、事前決定され角度によって
横方向プレート部材 392の角度位置を調節するために使用される。角度は、プレートが取
り付けられる骨の x線検査、外部測定デバイスなどによる骨または手足の位置ずれの角度
の測定など、いかなる適切な解析によって事前決定されてもよい。
【００８４】
　基準マークを備える骨プレート内の基準マークのための用途は、術前および /または術
後の解析に拡大する。例えば、骨プレートの設置前に、外科医が、「ダイヤルイン」また
はその他の方法で、骨プレートのための近似的な設定を事前設定することができる。事前
設定される値は、術前解析 (例えば x線テンプレートおよび /または対応するまたは相補的
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な基準マークを有するその他の測定ツール )、患者の体の反対側の対応する負傷していな
い部位との比較 (例えば、負傷している右とう骨に適切な事前設定値を決定するために負
傷していない左とう骨の測定値を使用して )、様々な患者から収集された統計データとの
比較 (例えば参照表の形態の )などから決定される。別法として、またはそれに加えて、骨
プレートの設置後、外科医は、考えられる術後の使用のために最終的な設定を記録する。
いくつかの場合、基準マークは、継続的な正確な位置の非侵襲的な監視、および術後のプ
レートの調節を許すために、 x線、磁気共鳴および /または類似の技術を使用して現場で読
み取り可能である。このような用途のための適切な基準マークは、特に、厚さ、輪郭形状
および /またはプレートの組成の変化または変更を含む。
【００８５】
 (実施例 8)
　枢動自在な骨プレート
　この例は、骨プレートの部分が互いに対して曲がる、および捩れることができる、折れ
た遠位のとう骨上で使用するための別の枢動自在な骨プレートを説明している (図 17～図 1
9参照 )。この骨プレートのいくつかの態様は、実施例 2において上で説明され骨その中で
より詳細に説明されたプレートと共有される。
【００８６】
　図 17は、遠位のとう骨の掌側表面上で使用するように構成された骨プレート 450を示し
ている。骨プレート 450は、非対称的であり、人体の片側のみで、本図面では左のとう骨
上で使用するように構成されている。骨プレート 450は、近位のアンカー部分 452、遠位の
アンカー部分 454、および近位と遠位のアンカー部分を接合する枢動自在なジョイント 456
を備える。
【００８７】
　近位のアンカー部分 452は、とう骨の長軸とほぼ並ぶように構成された軸方向部分であ
る。近位のアンカー部分 452は、骨ねじなどの固定具を受けるために、複数の開口 458～ 46
4を画定している。近位の開口 464は、近位のアンカー部分 452の長軸とほぼ並ぶように配
置されたスロットである。開口のそれぞれは、ねじ山付きであっても、ねじ山付きでなく
てもよく、また皿穴を備えても、備えなくてもよい。いくつかの実施形態では、開口 458
などの開口の 1つまたは複数は、横方向スロットとして構成されている。開口の少なくと
も一部は 千鳥状の平行でない経路に沿って骨ねじを方向付けるために、プレートの中心
軸 466の両側などに、千鳥状の配置で配置される。したがって、この一部の開口は、その
開口および /またはねじの壁の異なる方向付けを基にして骨ねじの移動の異なる経路を画
定する。近位のアンカー部分 452の周縁は、プレートによって画定される平面 (プレートの
長さおよび幅を有する )に垂直な位置から見たとき、近位の部分に波型のまたは波動状の
外観を形成するために、 468で示す開口の配置にほぼ追従する。近位のアンカー部分 452は
また、例えばワイヤなどのより小さい直径の固定具を受けるように構成された、 1つまた
は複数のより小さい開口 470を備える。
【００８８】
　遠位のアンカー部分 454は、とう骨の幅広の遠位の領域に固定されるように構成されて
いる。したがって、遠位の部分 454は、近位の部分 452よりも幅広であり、プレート全体が
ほぼ T字型であるように、扇様の形状をなすように遠位に広がっている。遠位のアンカー
部分 454は、 1つまたは複数の列で、ここに示すようにプレートが中立位置に調節されると
き、近位のアンカー部分 452の中心軸 466に対してほぼ横方向に配列された複数の開口 472
～ 474を画定する。開口 472,474は、特に、 1つまたは複数の直線状または円弧状の列で配
列されている。
【００８９】
　遠位の開口は、本図面でのように、ねじ山付き (472に図示 )、ねじ山なし (474に図示 )、
またはその組合せであってもよい (図 18も参照 )。各開口は、骨ねじまたはその他の固定具
(ピンなど )を、固定された角度でまたはある角度範囲で選択された角度で受けるように構
成されている。固定または可変角度の間の選択は、実施例 2で上記でより詳細に説明され
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ているように、ねじまたはその他の固定具がいかに近接して開口内に嵌合しているか、お
よび /またはねじ係合が、ねじ /固定具の角度を固定するために使用されているかどうかに
よって定義される。
【００９０】
　遠位のアンカー部分 454は、開口 472,474の遠位に配置された 1つまたは複数の追加の開
口 476を備える。遠位の開口 476は、例えば、特に茎状突起が骨折または切断したとき、遠
位のとう骨の茎状突起内に配置された固定具を受けるために使用される。
【００９１】
　遠位のアンカー部分 454は、遠位のとう骨の掌側表面上に嵌合するような輪郭形状にさ
れている。したがって、遠位のアンカー部分 454は、特に遠位のアンカー部分 454の近位の
セクション 482内に横方向に出っ張った内部表面 478と、横方向にくぼんだ外部表面 480と
を有する。遠位のアンカー部分 454の遠位のセクション 484は、とう骨の掌側遠位縁部の遠
位に配置されるように構成されている。したがって、遠位のアンカー部分 454は、遠位の
アンカー部分の近位および遠位のセクション 482,484の間の分岐に、わずかなくぼみなど
の横方向輪郭形状 486を備える。横方向輪郭形状 486は、とう骨の掌側遠位縁部 488(図 19参
照 )を受けるように構成されている。遠位のアンカー部分 454の周縁は、遠位のとう骨の外
形にほぼ対応するような形状にされている。例えば、遠位のアンカー部分 454の遠位横方
向周縁 490は、より傾斜しているおよび /または遠位方向に遠くに延びており、遠位中間周
縁 492は、より丸みを帯びている。
【００９２】
　図 18は、骨プレート 450および特に枢動自在なジョイント 456を分解図で示している。枢
動自在なジョイントは、それぞれ、近位および遠位のアンカー部分 452,454の半球表面 502
,504を備える。これらの半球表面は、 3つの軸の周りに互いに滑動することができるよう
に相補的である。リテーナ 506が、リテーナが、近位のアンカー部分 452の第 2の半球表面 5
10によって受けられることができるように半球状のキャビティ 508を備える。ねじなどの
固定具 512が、リテーナおよび近位のアンカー部分 452を通って遠位のアンカー部分 454の
ねじ山付きの孔 514にねじ係合される。固定具は、骨プレートの調節可能なおよび固定さ
れた形状を提供するために両方向に回転される。 実施形態では、ジョ
イント 456は、本教示の至る所で説明されているように、 の軸の周りの枢動運動および

並進運動を 。アンカー部分 452,454の相対的な配置は、プレートの開
口の 1つまたは複数など、部分の一方または両方と係合する工具によって調節される。
【００９３】
　図 19は、遠位のとう骨 530の掌側表面上に配置された骨プレート 450を示している。近位
のアンカー部分 452は近位の骨領域 532に、遠アンカー部分 454は遠位の骨領域 534に固定さ
れている。枢動自在なジョイント 456が、骨の遠位の骨折部 536に隣接して配置される。遠
位のアンカー部分 454は、茎状突起 538が、開口 476内に配置された固定具を使用して遠位
のアンカー部分 454に固定されるように、とう骨の掌側遠位縁部 488上に延びている。した
がって、茎状不連続部 540(骨折部など )が、遠位のアンカー部分 454によって架橋される。
骨プレートの外部表面は、遠位のとう骨の掌側表面の輪郭形状を追従するために、ここに
示すように長手方向に凹状であり、内部表面は長手方向に凸状であってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００９６】
【図１】本教示による、整復されているその骨折部および枢動自在な骨プレートによって
固定されている骨を示す、折れた骨の一連の図である。
【図２】とう骨の遠位の骨折部を掌側に配置し、傾斜させている、とう骨がコリース骨折
している右手および遠位の前腕の骨の側面図である。
【図３】本教示による、骨プレートの第 1の例が、折れたとう骨の掌側表面に固定され、
骨プレート内で曲げおよび捩り運動するように構成されている、図 2の折れたとう骨の側
部中央断面図である。
【図４】図 3の折れたとう骨および骨プレートの掌側図である。
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【図５】遠位のとう骨がなく、骨ねじがあるときの、骨プレートの外部表面のほぼ上方の
位置から見た、図 3および図 4の骨プレートの部分分解図である。
【図６】図 5の線 6-6にほぼ沿って見た、図 5の骨プレートの部分断面図である。
【図７】本教示による、骨プレートの軸方向および横方向部分が、互いに対して枢動およ
び滑動することができる、折れた遠位のとう骨を固定するための骨プレートの第 2の例の
分解図である。
【図８】図 7の線 8-8にほぼ沿って見た、組み立てられたときの図 7の骨プレートの断面図
である。
【図９】本教示による、骨プレートの軸方向および横方向部分が、離隔された直交する軸
の周りに互いに対して枢動および滑動することができる、折れた遠位のとう骨を固定する
ための骨プレートの第 3の例の分解図である。
【図１０】本教示による、骨プレートの軸方向および横方向部分が、互いに対して 1つの
軸の周りに枢動および横方向に滑動することができる、折れた遠位のとう骨を固定するた
めの骨プレートの第 4の例の分解図である。
【図１１】本教示による、骨プレートの軸方向および横方向部分が、互いに対して法線方
向軸の周りに枢動および曲線状の経路に沿って滑動することができる、折れた遠位のとう
骨に固定するための骨プレートの第 5の例の分解図である。
【図１２】図 11の線 12-12にほぼ沿って見た、図 11の骨プレートの部分断面図である。
【図１３】図 11の線 13-13にほぼ沿って見た、図 11の骨プレートの断面図である。
【図１４】図 11の骨プレートの分解図である。
【図１５】本教示による骨プレートの部分が枢動自在であり、プレート部分の角度部分を
標示するための基準マークを有する、折れた遠位のとう骨を固定するための骨プレートの
第 6の例の分解図である。
【図１６】基準マークのさらなる態様を示し、プレート部分の角度配置を計測するための
基準マークの使用を示す、組み立てられた形状での図 15の骨プレートの部分平面図である
。
【図１７】本教示による、骨プレートの部分がその中で複数の軸の周りに互いに対して枢
動することができる折れた遠位のとう骨を固定するための骨プレートの第 7の例の平面図
である。
【図１８】図 17の骨プレートの分解図である。
【図１９】本教示による、遠位のとう骨骨折部を固定するための遠位のとう骨の掌側表面
上に配置された図 17の骨プレートの側部立面図である。
【符号の説明】
【００９７】
　 20　骨
　 21　骨折部
　 22　骨プレート
　 24　第 1のプレート部材
　 26　第 2のプレート部材
　 30　骨ねじ
　 32,34　部分
　 38　ジョイント
　 40,42　ステップ
　 44　戻り止め
　 46　ハンドル
　 60　上右肢
　 62　コリース骨折部
　 66　前腕
　 68　手
　 70　遠位の骨折部
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　 72　近位の骨セグメント
　 74　掌側部
　 80,170,270,320,390,450　骨プレート
　 82,172,216,272,322,392　近位のプレート部材
　 84,218,274,324,394　遠位のプレート部材
　 86,175,212,214,326,328,396,456　ジョイント
　 88,102,190　骨ねじ
　 90～ 94,104,130,132,192,234,292,294,414,416,458～ 464,470,476　開口
　 98　基準マーク
　 106,108　曲げ運動
　 110　捩り運動
　 112,246,402　ロックねじ
　 114　ハンドル
　 122,124,502,504　半球表面
　 126,182,506　リテーナ
　 128,508　キャビティ
　 129,180,244,350　戻り止め機構
　 140,142　内部表面
　 144,146　外部表面
　 148　皿孔
　 150,514　孔
　 174,220,340　橋部材
　 176　隆起またはガイド
　 178　くぼみまたは軌道
　 184　固定具
　 186,236,296　ねじ山付き孔
　 188　保持表面
　 194　通路
　 222,240,280,397　枢動運動
　 224,332,398　法線方向軸
　 226,228,284,286　接触表面
　 232,288,290,352　コネクタ
　 242　横方向軸
　 278　軸方向運動
　 282　軸
　 29　ねじ山付きスロット
　 302　皿孔表面
　 342,344　表面
　 346　経路
　 354　ねじ山付きナット
　 356,410　スロット
　 358　壁
　 360　シェルフ
　 398　枢軸
　 404　角度指標機構
　 406　角度基準マーク
　 408　目印
　 412　指標機構
　 418　基準マーク
　 426　標準設定マーク

10

20

30

40

50

(19) JP 4028552 B2 2007.12.26



　 452　近位のアンカー部分
　 454　遠位のアンカー部分
　 466　中心軸
　 486　横方向輪郭形状
　 488　掌側遠位縁部
　 490　遠位横方向周縁
　 492　遠位中間周縁
　 532,534　骨領域
　 538　茎状突起
　 540　茎状不連続部 10

【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】
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【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】
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